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平成２１年第二回定例会提出案件（概要） 
                                                                   

                                                   都議会民主党政調会 

区 分 件 数  件                         名 
 
予算案 

件 
１ 

 
 

 

１平成２１年度補正予算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（１） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 一般会計（１件） 

 

  国の経済対策に関連する補正予算   １，３４９億円 

      ① 最終補正予算で積立を行った基金の事業化   １４８億円 

・ 安心こども基金（認証保育所開設準備経費補助等） など 

      ② 国の「経済危機対策」への迅速な対応       ６０８億円 

・ 東京外かく環状道路の整備推進 ・ 情報通信インフラの整備 

・ 骨格幹線道路の整備 ・ 鉄道の連続立体交差化の推進    など 

      ③ 緊急課題等に対応するための都自らの取組   ５９３億円 

           ○ 緊急中小企業対策 ５５３億円 

・ 経営困難者に対する緊急融資制度の充実 

・ 受注開拓緊急支援事業の実施 

・ 地域消費活性化に向けた商店街街路灯緊急整備 

           ○ 緊急雇用対策 １９億円 

・ 雇用環境悪化に対応する早期再就職支援の実施 

・ 再就職を促進する民間委託訓練の拡充 

           ○ 都民の不安に応える生活者対策 ２１億円 

・ 有料老人ホーム（未届け等）に対する緊急対策 

・ 小児医療体制緊急強化事業 

・ 保育対策緊急支援事業 

・ 新型インフルエンザ緊急追加対策 

 

 

区 分 今回補正 既定予算 計 

 

一般会計 

 

１，３４９億円 
（債務負担行為 

 １２億円） 

 

６兆５，９８０億円 

 

６兆７，３２９億円 
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区 分 件 数  概                            要                          

 
条例案 

件 
１２ 

 

 

 

１一部を改正する条例 …………………………………………………（１２） 
 

 

 

地方税法等の一部を改正する法律 

（平成２１年法律第９号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護保険法施行規則の一部を改正する

省令（平成２１年厚生労働省令第４９号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

母子及び寡婦福祉法施行令の一部を改

正する政令  （平成２１年政令第９０号） 

 

（１）都税に関するもの……………………………………………（１） 

 ①東京都都税条例の一部を改正する条例（主税局） 
  「地方税法」等の一部改正に伴い、新築された認定長期優良住宅に対する固定資産税の減

額を受ける際の添付書類の規定等を整備する。 
 

施行日：公布の日 ほか 

 

 

（２）使用料・手数料等に関するもの………………………………（１） 

 ①東京都福祉保健局関係手数料条例の一部を改正する条例（福祉保健局） 
  「介護保険法施行規則」の一部改正により、調査・公表の対象となる介護サービス情報が追

加されたこと等に伴う、項目追加及び手数料の見直しのため、規定を整備する。 

  ○ 手数料金額（抜粋） 

!"#$ %&'()*

+,-./

0123 4567889 :;67889

<=23 :868889 7:64889

>?@AB0123 4567889 C

DEFGHIBJK23 4L6:889 C

MN-./ 568889 486L889  
 

施行日：公布の日 

 

 

（３）福祉等に関するもの…………………………………………（１） 

 ①東京都女性福祉資金貸付条例の一部を改正する条例（福祉保健局） 
  「母子及び寡婦福祉法施行令」の改正等により、母子福祉資金の技能習得資金及び修学資

金の貸付限度額が引上げられたため、女性福祉資金の技能習得資金及び就学資金につい

ても、貸付限度額を改める。 

    ○ 改正内容（抜粋）  

 ・技能習得資金（貸付限度額）  ５０，０００円 → ６５，０００円 

 

施行日：公布の日 
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区 分 件 数 件                         名 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

薬事法施行規則等の一部を改正する省

令  （平成２１年厚生労働省令第１０号） 

 

 

（４）組織・施設等に関するもの……………………………………（２） 

 ①東京都営空港条例の一部を改正する条例（港湾局） 
  離島航空路線の拡充を図るため、新島空港、神津島空港及び調布飛行場について、重量

制限を改める。 

  ○ 改正内容   ・ 換算単車輪荷重 ２．６トン未満 → ２．９トン未満 
 

施行日：東京都規則で定める日 

 

 

 ②警視庁の設置に関する条例の一部を改正する条例（警視庁） 
  西新井警察署を移転するため、西新井警察署の位置の規定を改める。 

 

施行日：東京都公安委員会規則で定める日 

 

 

（５）職員に関するもの……………………………………………（１） 

 ①特別区の消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部を改

正する条例（東京消防庁） 
  消防団活動の充実強化を図るため、特別区の消防団員の報酬（年額）を引上げる。 

  ○ 改正内容（抜粋）  ・団長  １１１，０００円 → １１３，０００円 

・団員   ４０，５００円 →  ４２，５００円 

 

施行日：公布の日  

 

 

（６）区市町村に関するもの………………………………………（２） 

 ①特別区における東京都の事務処理の特例に関する条例の一部を改正す

る条例（総務局） 

 ②市町村における東京都の事務処理の特例に関する条例の一部を改正す

る条例（総務局） 
  「薬事法施行規則」の一部改正により生じた郵便等販売に係る届出受理事務等について、

新たに、特別区及び八王子市に移譲する。 
 

施行日：公布の日 
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区 分 件 数 件                         名 
 

 

 

 

 

 

地方税法等の一部を改正する法律 

（平成２１年法律第９号） 

 

 

 

 

 

 

所得税法等の一部を改正する法律 

（平成２１年法律第１３号） 

 

 

 

 

 

 

 

建築基準法施行令の一部を改正する政

令       （平成２０年政令第２９０号） 

 

 

 

 

 

 

 

薬事法の一部を改正する法律 

（平成１８年法律第６９号） 

 

 

 

（７）法令改正等に伴い規定を整備するもの……………………（４） 

 ①都と特別区及び特別区相互間の財政調整に関する条例の一部を改正す

る条例（総務局） 
  「地方税法」等の一部改正に伴い、条項番号ずれ等が生じたため、規定を整備する。 

 

施行日：公布の日 

 

 

 ②東京都都市整備局関係手数料条例の一部を改正する条例（都市整備局） 
  「租税特別措置法」の一部改正に伴い、条項番号ずれが生じたため、規定を整備する。 

 

施行日：公布の日 

 

 

 ③東京都建築安全条例の一部を改正する条例（都市整備局） 
  「建築基準法施行令」の一部改正により、エレベーターの地震時等管制運転装置の設置が

義務化されるため、条例における設置義務の規定を削除する。 

 
施行日：平成２１年９月２８日 

 

 

 ④東京都産業労働局関係手数料条例の一部を改正する条例（産業労働局） 
  「薬事法」の一部改正に伴い、卸売一般販売業の動物用医薬品販売先等についての知事

の許可制度が廃止されたため、手数料に関する規定等を削除する。 

 
施行日：公布の日 
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区 分 件 数  概                            要                          

 
契約案 

件 
５ 

 

 

 

  

①都立多摩職業能力開発センター（２１）新築工事（産業労働局） 
１）契約金額 １８億９９４５万円   工期 平成23年2月28日 

２）契約相手 馬淵・大洋建設共同企業体  

３）工事場所 昭島市東町三丁目地内 

４）工事概要 鉄筋コンクリート造 ４階建て 延べ床面積11,913.98㎡ 

 

 

②都立大田桜台高等学校（２１）改築及び改修工事（教育庁） 
１）契約金額 １７億７９７５万円   工期 平成23年2月18日 

２）契約相手 ナカノフドー・興建社建設共同企業体  

３）工事場所 大田区中馬込三丁目地内         

４）工事概要 校舎棟 鉄筋コンクリート造 地下１階地上４階建て 延べ床面積10,546.48㎡ 

 

 

③都立品川地区養護学校（仮称）（２１）改築工事（教育庁） 
１）契約金額 １５億９６００万円   工期 平成23年3月10日 

２）契約相手 飛島・大友建設共同企業体  

３）工事場所 品川区南品川六丁目地内 

４）工事概要 校舎棟 鉄筋コンクリート造（一部鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄骨造） 

４階建て 延べ床面積8,800.39㎡ 

 

 

④東京消防庁本部庁舎（２１）空調設備改修工事（東京消防庁） 
１）契約金額 １５億８５５０万円   工期 平成24年3月8日 

２）契約相手 新日空・三冷・第七建設共同企業体  

３）工事場所 千代田区大手町一丁目地内      

４）工事概要 空調設備工事、換気設備工事、排煙設備工事、自動制御設備工事 

 

 

⑤平成２１年度若洲橋（Ⅱ期）鋼けた製作・架設工事（港湾局） 
１）契約金額 ８億３２５万円   工期 平成23年3月31日 

２）契約相手 株式会社サクラダ        

３）工事場所 江東区新木場四丁目地内から同区若洲地内 

４）工事概要 鋼けた（Ⅱ期）製作・架設 上部構造 鋼３径間連続鋼床版箱桁 

            橋長242.0m 幅員（Ⅱ期施工分）11.4m  
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区 分 件 数  概                            要                          

 

事件案 

件 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

 ①防護服セット外４点の買入れについて（警視庁） 
  新型インフルエンザ発生時において、治安の確保に必要な警察活動を維持するために、感

染防止用防護服セット外の買入れを行う。 
 

  １）数量種類  防護服セット  ４３万９，３００セット 

            マスク      ４３万９，３００枚       外 

  ２）契約金額 １０億４６６１万２８５円 

 

 

 ②ヘリコプターの買入れについて（東京消防庁） 
  消防機動力の確保及び安全性確保のため、平成２年３月に配備した中型ヘリコプター１機

を更新する。 

１）種類数量 フランス ユーロコプター社製 

ユーロコプター式ＡＳ三六五Ｎ三型ヘリコプター １機 

２）契約金額 １２億４１２万５３００円  
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区 分 件 数  概                            要                          

 

専決 

件 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

地方税法等の一部を改正する法律 

（平成２１年法律第９号） 

 

 ①地方自治法第１７９条第１項の規定に基づき専決処分した東京都都税条

例等の一部を改正する条例の報告及び承認について（主税局） 
  「地方税法」の一部改正に伴い、東京都都税条例等の一部を改正する必要が生じたが、議

会を招集する時間的余裕がないため、地方自治法第１７９条第１項の規定に基づき、知事の

専決処分により改正し、平成２１年４月１日付東京都条例第５８号として公布したので、同条

第３項の規定により、議会に報告し、承認を求める。 

 

  ○ 主な内容（抜粋） 

・ 固定資産税及び都市計画税  

 (1) 商業地等について、負担水準の上限引下げを継続（平成２１年度）。 

 (2) 商業地等及び住宅用地について、税額が前年度の１．１倍を超える額について減

額（平成２１～２３年度）。 

・ 自動車取得税及び軽油引取税 

 目的税から普通税に改める。 

・ 自動車取得税  

 低燃費車及び低公害車等の取得について、軽減措置を講ずる（平成２１～２３年度）。 

 

   施行日：公布の日  （平成２１年４月１日公布） 

 

 

 ②地方自治法第１７９条第１項の規定に基づき専決処分した地方独立行政

法人東京都健康長寿医療センター中期計画の認可の報告及び承認につい

て（福祉保健局） 
  地方独立行政法人東京都健康長寿医療センターの中期計画について、法人運営を行うた

め、法人設立時に即時認可を受ける必要があった。認可にあたっては、あらかじめ議会の

議決を要するが、議会を招集する時間的余裕がないため、地方自治法第１７９条第１項の規

定に基づき、知事の専決処分を行ったため、同条第３項の規定により、議会に報告し、承認

を求める。 
 

 ○ 主な内容（抜粋） 
  ・ 計画の期間  ４年間（平成２１年度から２４年度まで） 
  ・ 重点医療   血管病、高齢者がん、認知症 
  ・ 料  金    現行の使用料・手数料の額を継続 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



- 8 - 

追加提出案件（裁判により都が敗訴したため） 

 
区 分 件 数  概                            要                          

 

事件案 

件 

１ 

 

 

 

  

☆①都税還付加算金還付請求控訴事件に関する上告受理の申立てについて 

（総務局） 
  都税還付加算金還付請求控訴事件について、控訴審の判決が平成２１年５月２０日に言い

渡される見込みであるが、仮に東京都が敗訴した場合、上告受理の申立てをする。 
なお、敗訴額が３，０００万円以下の場合は、議会の指定議決に基づき専決処分する。 

 

  ○ 事件概要 

     法人都民税及び法人事業税の減額更正による、過納金の還付を控訴人に対し行った

が、その際、加算すべき還付加算金はないとして還付加算金を支払わなかったところ、

控訴人が東京都に対し、還付加算金約５，６００万円の支払いを請求する訴えを提起し

た。 

     一審は都側勝訴となり、現在控訴審係属中である。 

 

 

備考：件名の前の☆印は、中途議決を要望するものです。 

 


